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小名浜中央工業団地 13社

郡山中央工業団地 ３社

本宮工業団地 １社

小名浜臨海工業団地 50社

会津若松工業団地 36社

白坂工業団地 ５社

玉川工業団地 ５社

保原工業団地 ３社

須賀川南部工業団地１社

田村西部工業団地 12社

いわき四倉中核工業団地
第2期区域 ３社
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磐城工業用水道第1期建設（S33～） 磐城工業用水道第２期建設

勿来工業用水道建設 小名浜工業用水道建設

好間工業用水道建設

相馬工業用水道建設（第1期）
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新白河ビジネスパーク 17社

新白河ライフパーク 207区画 新白河B工区 １社
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高度経済成長期

内陸部の開発、加工組立業
地方分散の促進

国内製造業の空洞化
経済のグローバル化

産業の高度化、競争力のある産業育成
東日本大震災からの復興

新産業都市建設促進法
(1962～01 常磐・郡山地域）

テクノポリス法(1983～98 郡山地域）
工場等制限法(1959～02)
工業再配置促進法(1972～06）
工場立地法（1973～）

産業クラスター政策(2002～）
地域未来投資促進法(2017～）

地域産業集積活性化法(1997～07）

S32鮫川ダム総合開発計画決定 S46相馬地域総合開発計画策定 小名浜港湾整備計画

ダム、工業用水道、工業団地、発電の各整備 ダム、工業用水道、工業団地、住宅団地、発電、港湾の各整備 国際物流ターミナル「電力等向けのエネルギー」で企業局と関係が深い

産業立地策と工業統計出荷額からみた企業局約60年のあゆみ

－2020工業統計：企業局関係（誘致企業＋工業用水道利用企業）の製造品出荷額は県全体の約18.8%－
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地域開発と
密接な関係

臨海部における
重化学工業の推進

景気低迷、地価下落、グローバル化による海外移転等から
国内への企業立地に大きな変化組入資本金を最大約108億円(H5)まで積上

（注意）一部企業名が譲渡時の名称を用いている場合があります。
工業団地の横の数字は、分譲企業数をあらわしています。
出荷額のピークはH19ですが、調査項目の変更がありました。

単位:万円
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新白河C工区 ４社
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